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農村経済研究の40年












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































｢ if l ←
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和歌山県 和歌山市｡
那賀郡粉河町-みかん共販 (共計)と農協 (東組合長)






中部 岐 阜 県 岐阜市｡
本巣郡網代村-村行政と農協､集落組合 1957年7月
高山市､恵那市｡
石 川 県 金沢市｡羽咋市｡小松市｡
富 山 県 冨山市､高岡市-広域下水道と集落自治 1975年
福光町-米作減反､兼業農家と農村工業 (Y.K.K.) 1980年



















山 梨 県 東山梨市-ぶどう生産と農協共販 1960年
南都留郡忍野村-米軍演習地と入会慣行 1970年
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岩 手 県 盛岡市｡水沢市｡
花巻市 (太田､湯本､湯口､東吉野目､矢沢､笹間)-構造改善事業と農協 1970年
胆沢郡金ヶ崎村-水田農業の政策的後退と農協 1988年9月
青 森 県 青森市｡(東津軽郡野内町浅虫)
弘前市､中津軽郡板柳村-りんご農業と産地商人､出荷組合 1960年3月
十和田市-水田転作と農協 (西瓜) 1982年12月


















江 西 省 南昌市｡
宕安市-井筒山 1966年12月
薄郷市-安源硬 1970年12月/1972年6月/1975年 1月
湖 北 省 武漢市 1970年12月/1972年11月












































無錫県前洲郷 1986年6月 梅村公社 1981年10月
析 江 省 杭州市 1966年12月 西湘公社 1976年1月






































































(1) ｢支那学｣sinology の系譜 -｢北面の書斎｣と京大人文研の作風
満鉄調査部 ･｢兵用地誌｣研究の時代 天野元之助
東亜研究所 ･｢支那抗戦力調査｣の ｢社会科学｣













広東省花県 ｢太平天 国 乱 ｣ 洪 秀 全 の 故 郷
吉安市-井南山 196 6年 1 2 月 国 民 革 命 か ら 新 民 主 主 義 革 命 へ の 移 行
七里骨 ･劉庄 1971年 1 1 月 新 民 主 主 義 革 命 か ら 社 会 主 義 革 命 - の 転 換 事 ( 史 釆 賀 氏 ､ 呂 書 墨 氏 )
建 明公社西舗村 1974年 1 1 月 ｢ 社 会 主 義 の 高 潮 ｣ 社 会 主 義 農 村 の 模 索
徐水県 1990年11月 人民公 社 の 先 駆 的 経 験 社 会 主 義 農 村 の 模 索 ｡
昔陽県大審大隊 1972年12 月 毛 沢 東 ｢ 農 業 学 大 寒 ｣ 1 9 7 5 年 会 議 ､ 1 9 7 6 年 会 議
一 陳 永 貴 と 貢 末 恒 と -
*補01950年劉少奇による山西 省 〔 長 治 専 区 他 〕 - " 農 業 社 会 主 義 " と し て の 批 判
8.｢農業を基礎 とし工業 を主導 とす る ｣ 社 会 主 義 の 発 展
河南省林県紅旗渠 1973年11月
楊州市城東公社江都水利工程 19 7 6 年 1 月
生産隊農業～社隊工業 ｢亦工亦農｣- ｢ 支 農 工 資 ｣ ～ 地 方 五 小 工 業
9.郷鎮企業 - 〔以工養農〕- 徐県か ら 蘇 南 - - 1 9 8 0 年 代 の 前 半 か ら 後 半 へ の 推 移 -
無錫市無錫県前洲郷 1986年 6月 郷 鎮 級 企 業
上海市嘉定県馬陸公社 社隊工業 19 8 6 年 7 月
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10.農村市場経済 -｢市場経済｣の歴史的位相-地方的現物経済の破砕へ
河北省新城県 1989年12月 皮革加工品市場
IF 安El県 1991年3月 薬材交易市場
J 姦 県 1992年11月 農貿市場 (原料皮革)
〝 走州市供錆社 1992年11月 鎮級李辛顧供錆合作社
ll.中国農業の生産力状況
山田盛太郎 ｢戸として成立し難き生産力｣〔珠江デルタ農村〕






















｢家族 ･私有財産 ･国家の起源｣ 1989年 社会と国家｡同一性と対立性
｢賃労働と資本｣ 1975年 市民社会の労働力商品-等価関係と平等関係
｢賃金 ･価格 ･利潤｣ 1988年 経済的等価と政治的平等の関係


















情況 一 高度経済成長 1955年 ｢神武景気｣
経済成長､農村若年労働力流出 や離農馳村"
工業と農業の所得格差-所得問題
農業の商業的改造-流通､価格問題
農業法人化論争-"立間方式"
｢農協体質改善｣運動
3.1960年代 〔1961-70年〕
情況 一 経済成長と農業近代化
農業基本法 (1961年)- 所得均衡と労働力流動化
農協合併助成法､農業近代化資金助成法､畜産物価格
安定法､肥料価格安定法､農業構造改善事業
米価運動の転換｡パリティ方式-→生産費､所得補償方式
へ｡所得政策としての価格手段｡
農協-事業伸長と肥大｡財務不均衡化｡
4.1970年代 〔不況､1974-1984年〕
情況 - 低成長､政策転換と進路模索｡
1970年総合農政 〔新都計法､農振法､農地法改正〕
米生産制限政策-水田利伺再編対策
兼業的生産力体系と兼業的所得-家計構造
農協-事業停滞､兼業化農村基盤と農協の矛盾
｢農協制度問題｣再検討-全中､農林省 1973年
5.1980年代 〔自由化､1985年以後-〕
情況 一 金融自由化､食管制緩和､農産物輸入自由化の漸
進と農協経営の不安定化
1979年第15回全国農協大会､1980年代農業課題と農協の
対策｡米の単年度需給均衡方式など｡
1980年度農協決算､30年ぶり減益-経営の深刻な不安定
化｡伸び率 と占有率の低落｡
1988年3月 ｢米流通改善大綱｣
1988年第18回全国農協大会決議-農協合併と連合会の組
織整備
1989年2月､農水省 (農協課)｢基本通達｣学経代表権理
事､理事会の法制化など-企業的整備を促す
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1951年12月 ｢互助合作決議｣
〔左傾〕
1953年12月 ｢農業合作社決議｣
1955年7月 毛沢東 ｢農業合作化
問題｣
1955年 農村､社会主義高潮
1957年 大躍進､土法製鋼
1958年8月 農村人民公社
〔左傾錯誤〕
1959年 中共産山会議
1960年 ｢農業基礎､工業主導｣の
発展方式
1962年 中共8期10中全会
農業60条-人民公社3級所有制､
"三日-包"
毛沢東 対 鄭子懐
1963-66年 農村社会主義教育運
動
1964年 ｢農業学大審｣
1966-76年 ｢文化大革命｣と｢孤
革命､促生産｣
貧農下層中農協会
1970年9月 北方14省農業会議
昔陽県-農業学大審
地方五小工業
社隊企業 〔新3級所有制〕
1975年第4期全国人民代表大会
経済発展2段階構想と四個現代
化方針
中共10期3中全会 1978年12月
工作の重点を現代化建設に置く
戦略/農業発展加速決定と人民
公社条例の決定
1982年1号文件-農業生産責任制
への移行を提起｡
1983年1号文件-政社分設と社隊
企業の発展を指示｡
1984年 食糧生産4倍 トンに達す
1985年-89年 農業 ｢宅嗣回｣期へ
1990年 食芋量生産4倍 トン超過
